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第８章 計画実現に向けて 

８－１目標値の設定 

本計画は、PDCA サイクルが適切に機能する計画とするため、立地適正化の基本方針に対して、

誘導施策により目指す目標及び目標達成により期待される効果を定量化することで、計画の進

行管理を行うものとします。 

【基本方針１「都市の魅力」に関する目標値と期待される効果】 

・柳井駅周辺の魅力を高め居住を促進することで、都市機能誘導区域の人口増加を目指します。 

・居住地としての魅力が向上し、住みたいまちとして選ばれることが期待されます。 

 〇都市機能誘導区域内の誘導施設一覧（本計画作成時） 

分 類 施設名 称 施設数 

行 政 
柳井市役所、柳井公共職業安定所、柳井県民局、柳井県税事務
所、柳井健康福祉センター、柳井農林水産事務所、柳井土木建
築事務所、柳井警察署、柳井地区広域消防組合消防本部 

9 

介護福祉 柳井市総合福祉センター 1 

子 育 て 柳井市子育て世代包括支援センター 1 

商 業 
ゆめタウン柳井、ミスターマックス柳井ショッピングセンター、
ダイレックス柳井店、エディオン柳井店 

4 

保健・医療 柳井市保健センター 1 

金 融 
山口銀行柳井支店、山口銀行柳井南支店、西京銀行柳井支店、
広島銀行柳井支店、東山口信用金庫柳井支店、 
JA 山口県南すおう統括本部支所、中国労働金庫柳井代理店 

７ 

文 化 柳井図書館、サンビームやない ２ 

 

〇柳井市地域公共交通網形成計画における評価指標 

分 類 現状（2019 年） 目標値（2024 年） 

路線バス及び新たな交通システム（デマンド交通）
の利用者数 

29,465 人 29,465 人 

 

定量的な目標値 

都市機能誘導区域内の誘導施設数 

基準値（2021 年） 25 施設 ⇒ 目標値（2040 年） 25 施設 

路線バス及び新たな交通システムの利用者数の目標値 

基準値（2019 年）29,465 人 ⇒ 目標値（2024 年）29,465 人 

期待される効果 

市民意識調査（⑱適正な土地利用の推進、⑳公共交通の充実）での満足度（「満

足」「ほぼ満足」の割合） 

⑱（2017 年）6.0 ％ ⇒ 次回調査（2027 年）で満足度の向上⤴ 

⑳（2017 年）8.3 ％ ⇒ 次回調査（2027 年）で満足度の向上⤴ 
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【基本方針２「居住環境」に関する目標値と期待される効果】 

・居住誘導区域内に居住を誘導することで人口密度を維持することを目指します。 

・人口密度が維持されることで、効率的な生活サービス等の維持・確保が期待されます。 

〇目標人口密度の設定 

（第 2期柳井市まち・ひと・しごと創生総合戦略人口ビジョン、国立社会保障・人口問題研究所推計を基に作成） 
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定量的な目標値 
居住誘導区域における人口密度 

基準値（2015 年）33.1 人/ha ⇒ 目標値（2040 年）29 人/ha 

期待される効果 

市民意識調査（⑦子育て支援や少子化対策の充実、⑧就学前教育や義務教育な

どの充実）での満足度（「満足」「ほぼ満足」の割合） 

⑦（2017 年）8.0 ％ ⇒ 次回調査（2027 年）で満足度の向上⤴ 

⑧（2017 年）12.8 ％ ⇒ 次回調査（2027 年）で満足度の向上⤴ 

 

 

 

 

【基本方針３「生活空間」に関する目標と期待される効果】 

・街なかに安心で安全な生活空間を提供することで居住を促進し、中心市街地内に点在している

既存の空き家、空き地等の有効活用を図ります。 

・空き家や空き地が減少して地域コミュニティが活性化し、市民満足度が向上することが期待で

きます。 

目 標 駅前や伝建地区等での低未利用土地の利活用の促進 

期待される効果 

市民意識調査（㉙地域コミュニティ活動の充実）での満足度（「満足」「ほぼ満

足」の割合） 

㉙（2017 年）10.9 ％ ⇒ 次回調査（2027 年）で満足度の向上⤴ 

 

 

  



 

107 

 

８－２届出制度 

都市機能誘導区域外における誘導施設の整備動向や、居住誘導区域外における住宅開発等の

動向を把握するため、都市計画区域内において建築行為や開発行為等を行う場合に事前の届出

が必要となります。 

 

 
図 8-1 届出制度の対象区域 
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〔都市機能誘導区域〕 
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（１） 都市機能誘導区域外における事前届出制度 

都市機能誘導区域外における誘導施設の整備の動向を把握するため、都市機能誘導区域外

において誘導施設の建築行為又は開発行為を行おうとする場合には、都市再生特別措置法

（第 108 条）に基づく届出制度により、着手する 30 日前までに、本市への届出が義務付け

られます。 

届出に対して支障がある場合には、事前調整を行ったうえで、開発規模の縮小や都市機能

誘導区域内への立地など、誘導施設の立地を適正なものとするために必要な勧告を行うこと

があります。 

 

＜届出の対象となる行為＞ 

■開発行為 

・誘導施設を有する建築物の建築目的の開発行為を行おうとする場合 

■開発行為以外 

・誘導施設を有する建築物を新築しようとする場合 

・建築物を改築し誘導施設を有する建築物とする場合 

・建築物の用途を変更し誘導施設を有する建築物とする場合 

＜届出の対象となる施設＞ 

・誘導施設として設定した各施設 
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（２） 都市機能誘導区域内の誘導施設の休廃止に係る事前届出制度 

都市機能誘導区域内において、誘導施設を休止・廃止しようとする場合には、都市再生特

別措置法（第 108 条の 2）に基づく届出制度により、休止・廃止する 30 日前までに本市へ

の届出が義務付けられます。新たな誘導施設の立地または立地の誘導を図るため、届出のあ

った建築物を有効に活用する必要があると認められる場合、必要に応じ、建築物の存置等の

助言・勧告を行うことがあります。 

 

（３） 居住誘導区域外における事前届出制度 

居住誘導区域外において住宅開発等に係る動きを把握するため、住宅等の建築行為又は開

発行為を行おうとする場合には、都市再生特別措置法（第 88 条）に基づく届出制度により、

着手の 30 日前までに本市への届出が義務付けられます。届出に対して支障がある場合には、

開発規模の縮小や居住誘導区域内への立地など、必要に応じ、勧告を行うことがあります。 
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（４） 届出手続きの流れ 
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８－３計画の進捗管理 

本計画は、まちづくりに関する関連計画等の見直しとの整合を図りつつ、PDCA サイクルの手

法を用いて、おおむね５年ごとに施策の実施の状況についての調査、分析及び評価を行うよう努

めるとともに、必要に応じて本計画の見直しを行うものとします。 

 

図 8-3 PDCAサイクルイメージ 
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